
第 3章 データ同化システム

3.1 asuca変分法データ同化システム 1

3.1.1 はじめに
本章では、asucaを基にした変分法データ同化システ

ム (asuca-Var)の概要を示す。数値予報におけるデー
タ同化の主な役割は、観測データと数値予報モデルを
利用して数値予報モデルの初期値を作成することにあ
る。変分法データ同化手法は、変分原理と最尤推定に
基づくデータ同化手法であり、背景場の時間発展を考
慮しない 3次元変分法、時間発展を考慮する 4次元変
分法、そして、アンサンブル摂動を利用して背景誤差
に流れ依存性を考慮するハイブリッド変分法等がある。
asuca-Varは、それら変分法データ同化手法を用いて
asucaの初期値を作成するデータ同化システムである。
まず、asuca-Var の構成と、その構成要素の役割を

示す。次に、変分法に基づいた解析値の導出を行い、
asuca-Varの各種設定を示す。そして、背景誤差に流れ
依存を考慮したデータ同化手法への拡張を述べる。各
項目において、計算資源の節約や開発効率の向上のた
めの取り組みも紹介する。
なお、ここでの記述は、気象庁予報部 (2010)、Ban-

nister (2008)、Lahoz et al. (2010)、淡路ほか (2009)

を参考にした。適宜、ご参照いただきたい。

3.1.2 asuca-Varの構成
asuca-Varは、asucaの初期値を作成することを目的

とした変分法データ同化システムである。その構成要
素は、第 1.4.3項で述べられているとおり、予報モデル
「asuca」、観測値を用いて最適解の計算を行う解析本体
「asuca-Varコア」、予報値に作用し観測相当量を求める
「観測演算子」である。そして、asucaと観測演算子は、
気象庁の物理過程ライブラリ (原 2012)を利用してい
る。特に、観測演算子は、asucaの開発プロジェクト以
外の「外部パッケージ」の利用を想定している。ここで、
外部パッケージとは汎用性のある観測シミュレーション
のためのプログラム群を指し、欧州衛星開発機構が開
発を主導する高速放射伝達モデル (the fast Radiative

Transfer model for TOVS: RTTOV; Saunders et al.

1999) が、その一例である。
図 3.1.1 は、asuca-Var の構成要素である asuca、

asuca-Varコア、物理過程ライブラリ、観測演算子と外
部パッケージの関係を示したものである。asuca、物理
過程ライブラリ、観測演算子は、それぞれ非線形 (NL)、
接線形 (TL)、随伴 (AD) コードを持つ。asuca-Varコ
アは、それらを統合し、プレコンディショニング、限定
メモリ準ニュートン法による極小値探索、システム全
体の制御等を行うデータ同化システムの心臓部として
機能する。また、3 次元変分法 (3D-Var)、4 次元変分
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図 3.1.1 asuca、物理過程ライブラリ、観測演算子、外部パッ
ケージ、asuca-Varコアの関係。矢印は、参照元と参照先
の依存方向を表す。

法 (4D-Var)、流れに依存した背景誤差の利用 (Hybrid)

など、その目的に応じて機能をパラメータの設定で切
り替えることができるように実装している。
なお、上記で述べたように、NL、TL、ADコードを
データ同化システムの心臓部から分離することにより、
予報モデルや観測演算子の更新に伴う asuca-Varコア
の修正を最小限に抑えることができ、バグの混入防止
や複数開発者による作業効率の向上が期待できる。特
に、予報モデルが、NLの他に TL,ADを持つ意義は、
データ同化システムと予報モデルとの乖離を防止でき
る点にある。その詳細は次節で議論される。

3.1.3 解析値の導出
時刻 tにおけるモデル変数を要素に持つ状態ベクト
ルを xt とし、時刻 t = 0における第一推定値を xb

0 と
する。また、それぞれの真値からの差を δxtと δxb

0 と
表す。このとき、背景誤差共分散行列は、

B0 =
〈
δxb

0 , δx
b
0

T
〉

(3.1.1)

で与えられる。ここで、< ·, · >は、平均を表す。
次に、時刻 tにおける観測値を要素にもつ観測ベク
トルを yt と定義する。状態ベクトルから、yt に対応
する観測相当量ベクトルへの変換を行う非線形観測演
算子をHt とする。また、yt と真値との差を δyt とす
ると、観測誤差共分散行列は、

Rt =
〈
δyt, δy

T
t

〉
(3.1.2)

で与えられる。同化期間を t = 0から t = ta までとす
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ると、評価関数 J は、

J =
1

2

(
x0 − xb

0

)T
B−1

0

(
x0 − xb

0

)
+

1

2

ta∑
t=0

(Ht (xt)− yt)
T
R−1

t (Ht (xt)− yt)

+ Jp (3.1.3)

となる。ここで、Jpは拘束項を表す。また、システム
誤差は考慮しないものとする。
なお、状態ベクトルの時間発展は、時刻 tから t+Δt

までの非線形時間発展演算子Mt,t+Δt を用いて

xt+Δt = Mt,t+Δt (xt) (3.1.4)

と表す。ここで、Δtは、モデルの積分時間間隔である。
次に、数値的極小値探索の繰り返し回数を iとおき、

探索過程で更新された状態ベクトルを x
(i)
0 とする。そ

のときの修正量を

δx
(i)
0 = x

(i)
0 − xb

0 (3.1.5)

とし、ytと時刻 tの第一推定値 x
(0)
t (= M0,t(x

b
0))から

シミュレートした観測相当量との差を

dt = yt −Ht

(
x
(0)
t

)
(3.1.6)

とする。またMt,t+Δt (·)の接線形演算子Mt,t+Δtは、

Mt,t+Δt

(
xb
t + δx

(i)
t

)
= Mt,t+Δt

(
xb
t

)
+Mt,t+Δtδx

(i)
t +O

(∣∣∣δx(i)
t

∣∣∣2) (3.1.7)

を満たすヤコビ行列として定義し、同様に、Ht (·)の
接線形演算子Ht は、

Ht

(
xb
t + δx

(i)
t

)
= Ht

(
xb
t

)
+Htδx

(i)
t +O

(∣∣∣δx(i)
t

∣∣∣2) (3.1.8)

を満たすヤコビ行列として定義する。このとき、接線
形モデルの時間発展は、Mt,t+Δt を用いて

δx
(i)
t+Δt = Mt,t+Δtδx

(i)
t (3.1.9)

と書ける。
時刻 taまでの接線形時間発展演算子を含めた観測演

算子を

Ĥ =

⎛
⎜⎜⎜⎜⎝

H0

HΔtM0,Δt

...

HtaM0,ta

⎞
⎟⎟⎟⎟⎠ (3.1.10)

と定義し、(3.1.10)式と同様に、dt で構成される行列
を d̂とする。このときの観測誤差共分散行列は、

R̂ = diag [R0, · · · ,Rta ] (3.1.11)

となる。さらに、B0の演算を簡略化するためモデル変
数 δx0 から制御変数 δχ0 への変数変換

δχ0 = B
−1/2
0 δx0 (3.1.12)

を行う。ここで、δχ0 は、〈
δχ0, δχ

T
0

〉
= I (3.1.13)

を満たすベクトルであり、B
1/2
0 は、

B0 = B
1/2
0

〈
δχ0, δχ

T
0

〉 (
B

1/2
0

)T
(3.1.14)

≡ B
1/2
0 B

T/2
0 (3.1.15)

を満たす行列である。(3.1.10) 式、(3.1.11) 式及び
(3.1.12)式の変数変換の結果、評価関数 (3.1.3)式の最
小化問題は、δχ0 表現の次式に帰着する。

min
δχ

(i)
0

J
(
δχ

(i)
0

)
= min

δχ
(i)
0

[
1

2

∥∥∥δχ(i)
0

∥∥∥2
2

+
1

2

∥∥∥R̂−1/2ĤB
1/2
0 δχ

(i)
0 − R̂−1/2d̂

∥∥∥2
2

+Jp

(
δχ

(i)
0

)]
(3.1.16)

ここで、‖·‖2は、L2ノルムを表す。また、(3.1.16)式
の勾配は、

δJ

δχ
(i)
0

= δχ
(i)
0 +B

T/2
0 ĤTR̂−1

(
ĤB

1/2
0 δχ

(i)
0 − d̂

)

+
δJp

δχ
(i)
0

(3.1.17)

となる。n回の数値的極小値探索の結果、得られた解
を δχ

(n)
0 とすると時刻 t = 0の解析値 xa

0 は、

xa
0 = xb

0 +B
1/2
0 δχ

(n)
0 (3.1.18)

で与えられる。
モデルの初期値は、(3.1.18)式から同化窓最後の t =

ta までM0,ta により時間積分した

xa
ta = M0,ta (x

a
0) (3.1.19)

で与えられる。

3.1.4 制御変数
解析対象の変数は、東西風 u、南北風 v、地中温度

Tg、地上気圧 psと温位 θ、地表面体積含水率wg、偽相
対湿度 μp = qv/q

b
sat0 (Dee and da Silva 2003) とする。

qvは、水蒸気の密度と全密度の比である。qbsat0は、第
一推定値の飽和水蒸気密度と全密度の比であり、第一
推定値の気温 T b

0、水飽和水蒸気の密度比 qbsatw0、氷飽
和水蒸気の密度比 qbsati0 を用いて次式で与える。

qbsat0=

⎧⎪⎨
⎪⎩

qbsatw0 (T b
0 > T0)

qbsati0 (T b
0 < Ti)

qbsati0 +
(
qbsatw0 − qbsati0

) Tb
0 −Ti

T0−Ti
(otherwise)

(3.1.20)
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ここで、T0 = 273.15[K]、T0 − Ti = 36[K] である。ま
た、すべての制御変数は、スカラーポイントに配置す
る。制御変数間の誤差相関については、Tg, ps, θ 間の
誤差相関と wg, μp間の誤差相関があると仮定する。そ
れ以外の変数は、本田 (2010)の調査と議論に基づき独
立であるとする。

3.1.5 背景誤差共分散行列
背景誤差共分散行列B0 は、(3.1.15)式から

B0 = B
1/2
0 B

T/2
0 (3.1.21)

と書け、その構造は、以下で示す変数変換 (3.1.12)式
の構成により与えられる。B

1/2
0 をパラメータ変換Kp

と鉛直座標変換 Cv、空間鉛直方向の誤差共分散部分
B

1/2
v 、空間水平方向の誤差相関部分 B

1/2
h に分解する

と、(3.1.12)式は、

δx0 = KpCvB
1/2
v B

1/2
h δχ0 (3.1.22)

と書ける。
CvB

1/2
v B

1/2
h は、誤差相関の無い制御変数を関係づ

ける成分が 0であるブロック対角行列となる。以下で
は、水平誤差相関 B

1/2
h 、鉛直誤差共分散 B

1/2
v 、鉛直

座標変換Cv、パラメータ変換Kp の設定を述べる。

(1) 水平誤差相関
水平誤差相関は、水平 2次元のガウシアンを仮定し、

その分散は、東西、南北の 2方向で与え水平一様とす
る。ここでは、鉛直格子番号 kの任意の制御変数を表
す χkに対応するBhをBh,χk

とおく。この、Bh,χk
の

演算には、自己随伴型の準ガウシアンフィルタとして
機能する等方リカーシブフィルタ (Purser et al. 2003)

を採用した。以下では、簡単のため 1次元ベクトル ψ

を用いてリカーシブフィルタの概要を説明する。まず、
微分演算子 −d2/dx2 の有限差分演算子K を次のよう
に定義する。

K (ψ)i
Δx2

= −ψi−1 − 2ψi + ψi+1

Δx2
(3.1.23)

このとき、拡散方程式の解法と同様にフーリエ変換を
行うと、波数 kによって記述されるスペクトル表現の
演算子

K̂ (k) =

[
2 sin

(
kΔx

2

)]2
(3.1.24)

が得られる。(3.1.24)式を k2Δx2 について解くと、

sin−1 z =

∞∑
i=0

γiz
2i+1, |z| < 1 (3.1.25)

γi =
1

2i+ 1
· (2i− 1)!!

(2i)!!
(3.1.26)

であることから、

(k2Δx2)i =
∑
j≥i

bi,jK̂
j (3.1.27)

と書ける。ここで、

b1,j ≡
j−1∑
k=0

γkγj−1−k

4j−1
=

2 (j!)
2

j2 (2j)!
(3.1.28)

bi,j =

j+1−i∑
k=1

b1,kbi−1,j−k (3.1.29)

である。スケール因子 a = σΔxを用いて微分演算子
D(n) を

D(n) = 1 + · · ·+ 1

n!

(
−a2

2

d2

dx2

)n

(3.1.30)

で定義すると、(3.1.30)式の波数 kのスペクトルは、

D̂(n) = 1 + · · ·+ 1

n!

(
a2k2

2

)n

(3.1.31)

となる。(3.1.31)式に (3.1.27)式を代入し、K̂ の関数
D̂(n)からK の関数D∗

(n)に逆変換する。さらに、次数
nで切断すると次式が得られる。

D∗
(n) = 1 + · · ·+

⎡
⎣ n∑
j=1

bj,n
j!

(
σ2

2

)j
⎤
⎦Kn (3.1.32)

ここで、(3.1.31)式は、

lim
n→∞ D̂(n) = exp

(
a2k2

2

)
(3.1.33)

を満たすことから、(3.1.33)式 の逆数は、ガウシアン
カーネルをもつ畳み込み演算のフーリエ変換に相当し、
(D∗

(n))
−1は、n次の準ガウシアンフィルタと見なすこと

が出来る。リカーシブフィルタは、x方向に作用させた
後に y方向に作用させるため、x方向の演算をB

1/2
hx,χk

、
y方向の演算をB

1/2
hy,χk

とおくと、B
1/2
h,χk
は、

B
1/2
h,χk

≡ B
1/2
hy,χk

B
1/2
hx,χk

(3.1.34)

と書ける。無限領域で相関距離が水平一様な場合、
B

−1/2
hx,χk

は、B
−1/2
hx,χk

= UT
hx,χk

Uhx,χk
のようにコレス

キー分解が可能であり、この逆行列は

B
1/2
hx,χk

= U−1
hx,χk

U−T
hx,χk

(3.1.35)

となる。ここで Uhx,χk
は、上三角行列である。任意

の x 方向の 1 次元ベクトル p が入力として与えられ
たとき、中間ベクトル q、出力ベクトル s とすると、
U−1

hx,χk
U−T

hx,χk
の演算は、次の 2つの計算に分割できる。

q = U−T
hx,χk

p (3.1.36)

s = U−1
hx,χk

q (3.1.37)

(3.1.36)式、(3.1.37)式は、次の漸化式に書き下せる。

qi = βpi +
n∑

j=1

αjqi−j (3.1.38)
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si = βqi +
n∑

j=1

αjsi+j (3.1.39)

ここで、iは、x方向の格子番号である。まず、(3.1.38)
式を、x方向前方に向かって解き、次に (3.1.39)式を、
x方向後方に向かって解く。ここで、漸化式の係数は
β = 1/ (Uhx,χk

)ii , αj = − (Uhx,χk
)i,i+j /β で与えら

れる。B−1/2
hy,χk

の演算もB
−1/2
hx,χk

の演算と同様である。有
限領域 i ∈ [1, N ]における境界条件は、フィルタ演算
の前方・後方演算の可換性から要請される

s = U−1
hx,χk

U−T
hx,χk

p ≡ U−1
hx,χk

q (3.1.40)

= U−T
hx,χk

U−1
hx,χk

p ≡ U−T
hx,χk

r (3.1.41)

を利用して与える。ここで、rは、qと同様な中間ベク
トルである。sの一部を ŝj = (sj+1−n, · · · , sj)T と表
記し、下三角行列 Li,i = 1, Li+j,i = −αj、上三角行列
Ui,i+j = −αn−j とする。r̂N+n = 0であることから、
(3.1.40)式と (3.1.41)式から

LŝN+n = UŝN (3.1.42)

LTŝN = UTŝN+n + βq̂N (3.1.43)

となり、境界条件である(
LT −UTL−1U

)
ŝN = βq̂N (3.1.44)

が与えられる。境界では、(3.1.44)式 を用いて、x方
向後方に向かって sを求める。リカーシブフィルタは、
次数 nの取り方と適用回数に任意性があり、次数や適
用回数を増やすと、近似誤差が縮小する。しかし、次数
や適用回数の増加は、計算量とMPI通信量の増加を招
き計算時間の増大に繋がる。そこで、B

1/2
hx,χk

とB
1/2
hy,χk

に利用するリカーシブフィルタでは、実用上十分な精
度が得られる次数 n = 4を採用し適用回数を 1回に設
定している。

(2) 鉛直誤差共分散
水平格子番号（i, j）の任意の制御変数を表す χij に

対応するBvをBv,χij とおくと、B
1/2
v,χij は、Bv,χij の

固有値を対角要素に持つ対角行列Λv,χij の平方根を用
いて次の様に書ける。

B1/2
v,χij

= Uv,χijΛ
1/2
v,χij

UT
v,χij

(3.1.45)

ここで、Uv,χij は、Bv,χij の固有ベクトルを列に持つ
直交行列である。
なお、B1/2

v,χij は、水平格子点 (i, j)毎に異なる値を持
つことができ、鉛直背景誤差の場所依存性を表現でき
る。例えば、海格子と陸格子で鉛直誤差共分散の統計
をとると、境界層に相当する高度以下で海と陸で異な
る共分散が得られる。そのような場所依存性を持つ鉛
直誤差共分散の利用は、地形や地表面種別の影響を解
析値に反映することに繋がり、局地的な気象現象を対
象としたデータ同化を行う際に有益である。

(3) 鉛直座標変換
水平格子番号（i, j）の任意の制御変数を表す χij に
対応する鉛直座標変換Cv をCv,χij とおく。制御変数
に作用する水平方向の空間フィルタB

1/2
h,χk
は、モデル

座標系の鉛直軸に沿った方向に離散化された層毎に計
算を行うため、観測による修正を層に沿って広げる性
質を持つ。例えば、モデルに z*座標系 (Gal-Chen and

Somerville 1975)が採用されている場合、大気上層の
観測による修正が、モデル地形に依存することになる
(藤田・倉橋 2010)。これを軽減するため、χが配置され
る座標系に、地形の影響が大気上層に及ばないように
zhを低く設定した鉛直ハイブリッド座標系 (石田 2008)

を採用することとした。この鉛直ハイブリッド座標系
からモデルの層配置への変換は、Bh,χとBv,χij の演算
の後、Cv,χij を作用させることで実現される。この鉛
直座標変換は、プログラム開始時に、一度だけ計算し、
Cv,χijB

1/2
v,χij を保存しておく。これにより、極小値探

索の繰り返し回数分の鉛直座標変換を省略できる。

(4) パラメータ変換
Kp を書き下すため、(3.1.22)式を δx0 = Kpδχ̃0 と
書き直す。モデル変数の変分ベクトル δx0と、解析変
数に対応する要素の変分ベクトル δχ̃0 は、

δx0 =

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

δ (ρu)

δ (ρv)

δ (ρθm)

δ (ρqv)

δρ

δTg

δwg

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

, δχ̃0 =

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

δũ

δṽ

δθ̃

δp̃s
δμ̃p

δT̃g

δw̃g

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

(3.1.46)

で与えられる。ここで、δx0の要素は、δχ̃0によって摂
動を考慮する必要がある変数のみを記述する。
Kp の構成要素を Kx0,χ̃0 と置き変換内容を書き下
す。添字は、変換対象の (3.1.46)式に表れる構成要素
の対を表す。まず、Kρu,ũ = ρ,Kρv,ṽ = ρ,KTg,T̃g

=

I,Kwg,w̃g = I となる。これら以外で 0ではないKpの
部分行列は、⎛

⎜⎜⎜⎜⎜⎜⎝

Kρu,θ̃ Kρu,p̃s Kρu,μ̃p

Kρv,θ̃ Kρv,p̃s Kρv,μ̃p

Kρθm,θ̃ Kρθm,p̃s Kρθm,μ̃p

Kρqv,θ̃
Kρqv,p̃s Kρqv,μ̃p

Kρ,θ̃ Kρ,p̃s Kρ,μ̃p

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎟⎠

=

⎛
⎜⎜⎜⎜⎜⎝

0 0 u

0 0 v

ρ 0 θm
0 ρ qv

0 0 I

⎞
⎟⎟⎟⎟⎟⎠

×

⎛
⎜⎝ Tθ 0 Tμp

0 0 Qμp

DθmTθ Dps DθmTμp

⎞
⎟⎠

(3.1.47)

である。(3.1.47)式の行列内の記号は、以下の関係式
を満たすものである。

δqv =
∂ qv
∂ μ̃p

δμ̃p = Qμ̃pδμ̃p (3.1.48)
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δθm =
∂ θm

∂ θ̃
δθ̃ +

∂ θm
∂ μ̃p

δμ̃p

= Tθ̃δθ̃ + Tμ̃pδμ̃p (3.1.49)

δρ = Dθmδθm +Dpsδps (3.1.50)

なお、(3.1.50)式は、静力学平衡の関係∇π = − g

Cpθm
の接線形方程式から δπを求め、ρの変分を求める演算
を表す。

3.1.6 質量保存の拘束条件
asuca-Varでは、制御変数を定義する際に、質量に

関する制御変数と、風に関する制御変数との間に誤差
相関が無いと仮定した。そのため、モデルの強拘束の
無い 3次元変分法から得られる解析値は、質量と風が
無関係に修正されたものになる。その様な解析値から
時間積分を開始すると不自然な波が発生する。そこで、
波の発生を抑えるため、質量と風の修正が相互に関係
するように、連続の式を満たす拘束条件を導入する。
まず変換演算子Cc を

Ccδx =

[
δ (ρU)

J

]i+ 1
2

i− 1
2

+

[
δ (ρV )

J

]j+ 1
2

j− 1
2

+

[
δ (ρW )

J

]k+ 1
2

k− 1
2

(3.1.51)

と定義する。これは、有限体積法表記の連続の式であ
る (2.2.5)式 から、摂動を考慮していない降水の落下
項と時間変化の項を除いたものに相当する。拘束項 Jpc

は、このCc を用いて

Jpc =
1

2
δχT

0 B
T/2
0 CT

c ΛcCcB
1/2
0 δχ0 (3.1.52)

となる。Jpc の勾配は

δJpc

δχ0
= B

T/2
0 CT

c ΛcCcB
1/2
0 δχ0 (3.1.53)

である。ここでΛcは、格子点毎の拘束の強さを規定す
る対角行列である。その採り方は任意であり、予報開
始時に発生する不自然な波の抑制効果と、評価関数の
振る舞いを基に決めるチューニングパラメータである。

3.1.7 変分法品質管理
変分法品質管理 (Andersson and Järvinen 1999)は、

変分法データ同化において、評価関数の極小値探索を
行いながら観測値の品質管理を行う手法である。ある
観測 ytに対して、観測測器の障害や人為的ミス等によ
り、通常の測定誤差より明らかに大きな誤差の発生す
る確率を pgとし、発生する区間を観測誤差の標準偏差
σo の l 倍で定義する。評価関数 (3.1.3)式の第 2項か
ら任意の観測の項を一つ抜きだし

JN
o = (Ht(xt)− yt)

2/2σ2
o (3.1.54)

とすると、pg を考慮した確率密度分布は、

pqc =
1− pg√
2πσo

e−JN
o +

pg
2lσo

(3.1.55)

となる。ここで、pg は、一様分布を仮定した。観測値
の確率密度分布を pqc とした場合の評価関数の観測に
関する項を JQC

o とすると、JN
o を用いて

JQC
o = − ln

(
γ + e−JN

o

γ + 1

)
(3.1.56)

と書ける。この勾配は、

δJQC
o

δχ0
=

δJN
o

δχ0
·
(
1− γ

e−JN
o + γ

)
(3.1.57)

で与えられる。ここで、γ =
√
2πpg/ [2l (1− pg)] で

ある。

3.1.8 観測演算子
観測演算子Hは、次式の様に空間変換演算子Hsと、
物理要素変換演算子Hp に分離し実装する。

H(x) = Hs [Hp (x)] (3.1.58)

この接線形演算子Hは、Hp,Hsの接線形演算子Hp,Hs

を用いて、

Hδx = HsHpδx (3.1.59)

と書ける。Hs (= Hs)は、近接 8格子からの線形内挿
である。ただし、地上観測や輝度温度などの平面上の
データの場合は、近接 4格子からの線形内挿である。観
測演算子の新規追加は、Hsを意識せずに、決められた
インターフェースに合うように、新たな観測の Hp と
Hp及びその随伴コードHT

p を作成し実装すればよい。
実装している観測演算子は、大気の東西風、南北風、
気温、相対湿度に加え、地上観測の東西風、南北風、気
温、比湿、相対湿度、気圧である。更に、ドップラー
速度、地上可降水量、輝度温度、土壌含水率について
も実装している。
なお、相対湿度の観測演算子Hrh は、

Hrh (x) =
p qv

Rv

Rd[
1−∑α �=v qα +

(
Rv

Rd
− 1
)
qv

]
esat (T )

(3.1.60)

で与えられる。ここで、
∑

α �=v qαは、qv 以外の水物質
の和を表し、esat(T ) は、WMO で定められたラジオ
ゾンデや地上観測の通報基準に従い、水の飽和水蒸気
圧である (WMO 2008)。また、可降水量の観測演算子
Htpw は、次式で与えられる。

Htpw (x) =

nz∑
k=1

(
zk+ 1

2
− zk− 1

2

)
(ρqv)k (3.1.61)
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ドップラー速度の観測演算子 Hdpr は、サイトからの
距離を d、ビームの方位角を θ、仰角を φ、観測高度を
zとして

Hdpr(x)=

nz∑
k=1

(uk sin θ+vk cos θ) exp

[
− (zk−z)2

l2

]
nz∑
k=1

exp

[
− (zk−z)2

l2

]

(3.1.62)

で与えられる。ここで、l = dδφであり、ビームの広が
りを表す δφは、0.3度とした (石川 2007; 小泉 2004;

Seko et al. 2004)。
地上観測の観測演算子は、気象庁の物理過程ライブ

ラリの地上物理量診断 (原 2008)を利用している。初
期設定では、地上物理量診断で用いるバルク係数は、
陸上と海上共にBeljaars and Holtslag (1991)のフラッ
クススキームによって計算される。また、陸地の蒸発
効率 βは、Deardorff (1978)に基づき、wg から診断さ
れる。
衛星輝度温度の観測演算子は、欧州気象衛星開発機構

(EUMETSAT)の高速放射伝達モデル (RTTOV v10.2;

Saunders et al. 2012) を利用している。asuca-Varの
観測演算子は、パラメータで接線形や随伴の演算機能
を切り替える仕様としていることから、K-matrixは用
いず、接線形演算子のサブルーチン rttov tlと随伴
演算子のサブルーチン rttov adを個別に呼び出して
いる。また、非線形演算が選択された場合には直接演
算用のサブルーチン rttov directを利用することに
なる。オゾンは、予報モデルの放射過程と同じ気候値
を与えている。処理対象は、晴天域の輝度温度のみと
しており、雲水量の入力は行っておらず、高速マイク
ロ波射出モデル (FASTEM)も無効としている。

3.1.9 並列化
asuca-Varは、計算効率を向上させるため asucaと

同様に領域 2次元分割を行っている。第 3.1.5項で述
べた水平誤差相関の計算に用いられるリカーシブフィ
ルタは、全計算領域を x方向前方・後方、y方向前方・
後方の順にノード間をまたいで計算していく。この計
算を最小の通信量で行うため、各ノードでリカーシブ
フィルタの近似次数分の格子数を「のりしろ」として
用意し、この「のりしろ」を順次交換していく方法を
採用した。また、観測演算子の呼び出しは、各ノード
に割り当てられた領域内に含まれる観測の数だけ繰り
返される。この繰り返し部分をOpenMPで並列化し、
計算時間の短縮を図っている。

3.1.10 背景場に流れ依存性を考慮する手法
(1) 4次元変分法データ同化
本稿の執筆時 (2014年 1月)では、asucaの力学過程

のTL、ADコードが概ね完成し、物理を含まない 4次

元変分法データ同化の動作確認を行っている。4次元
化に際し、数分または数秒間隔で観測値が得られる気
象レーダー・ウィンドプロファイラやGPSゾンデ等の
高頻度観測データ同化を効率的に行うため dtの計算を
モデルの時間積分中に行う仕組みを実装した。これに
よって、dtの計算のために NLの結果を出力する必要
がなくなり、データ出力の負荷を抑えながら、実際の
観測時刻に近い時刻で観測データを同化することが可
能となる。

(2) ハイブリッド変分法データ同化
asuca-Varでは、Lorenc (2003)、Buehner (2005)に
基づき、変分法データ同化における背景誤差にアンサ
ンブル摂動を利用して背景場の流れ依存性を考慮する
試みを行っている。ここでは、アンサンブル摂動を用
いたハイブリッド変分法手法の概略を示す。統計的な
背景誤差 Bn,0 を用いる制御変数 χn,0 に加えて、アン
サンブル摂動から得られる背景誤差Be,0を利用する拡
張制御変数 χe,0を追加する。それぞれの重みを βn, βe

とし、(3.1.12)式を

δxb
0 = βnB

1/2
n,0 δχn,0 + βeB

1/2
e,0 δχe,0 (3.1.63)

のように拡張する。このとき、背景誤差B0 は

B0 = β2
n,0Bn,0 + β2

e,0Be,0 (3.1.64)

となる。ここで、B
1/2
e,0 は、i番目のメンバーのアンサ

ンブル摂動 δxei、アンサンブルメンバー総数のNe、局
所化演算子 Lを用いて

B
1/2
e,0 = (Ne − 1)

−1/2

×
[
diag (δxe1)L

1/2, · · · , diag
(
δxeNe

)
L1/2

]
(3.1.65)

で与える。(3.1.63)式、(3.1.64)式と (3.1.65)式 から、
最小化問題 (3.1.16)式は、

min
δχ

(i)
0

J
(
δχ

(i)
n,0, δχ

(i)
e,0

)

= min
δχ

(i)
0

[
1

2

∥∥∥δχ(i)
n,0

∥∥∥2
2
+

1

2

∥∥∥δχ(i)
e,0

∥∥∥2
2

+
1

2

∥∥∥R̂−1/2Ĥ
(
βnB

1/2
n,0 δχ

(i)
n,0 + βeB

1/2
e,0 δχ

(i)
e,0

)
−R̂−1/2d̂

∥∥∥2
2
+ Jp

(
δχ

(i)
n,0, δχ

(i)
e,0

)]
(3.1.66)

に拡張される。局地解析におけるハイブリッド変分法
手法の有用性は、藤田 (2010) で実証されているが、局
所化のスケール、背景誤差の混合の割合等の詳細は、
アンサンブル摂動を与えるアンサンブルシステムの設
定に依存するため、性能評価を行いつつ最適な設定を
検討していく必要がある。
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3.2 接線形・随伴モデルの実装 1

3.2.1 はじめに
第 1.4.3 項及び第 3.1 節で述べられているように、

asuca を基にした変分法データ同化システム (asuca-

Var)の開発が既に始まっており、現在 3次元変分法ベー
スのシステムが完成しつつある。今後は asuca-Varを 3

次元変分法から 4次元変分法へと拡張する計画である
が、そのためには asucaの接線形・随伴モデル (tangent

linear/adjoint model: TL/AD)が必要となる。
数値予報課では asuca-Varの 3次元変分法の開発時

点で既に 4次元変分法への拡張を見据え、TL/ADの
開発方針の検討を行った。この際、現在運用されてい
る気象庁非静力学モデル (JMA-NHM)に基づく非静力
学メソ 4次元変分法データ同化システム (JNoVA)の
TL/AD開発時の問題点を議論し、後述するように最
新の予報モデルに追随可能な TL/ADの開発体制を構
築することを目標とした方針を定めた上で、まず物理
過程を考慮しない asuca力学過程の TL/ADの開発か
ら着手した。
この節では、今後 TL/ADの新規開発を行う際の検

討及び新規に取り組む開発者の参考となることを目的
として、asuca-Varにおける TL/ADの開発方針を定
めるにあたり検討した内容及び実際の開発手順やその
具体例を述べる。最後に今後の開発について述べる。

3.2.2 接線形・随伴モデル
TL/ADについては露木 (1997)や石川・藤田 (2013)

などで詳しい解説がなされているが、ここでも簡単に
解説する。TL/ADは 4次元変分法における評価関数
の勾配計算やアンサンブル予報用の初期値摂動のため
の特異ベクトル計算に用いられる。TLは予報モデル
の各処理を線形化したモデルであり、摂動の時間発展
を計算する。TL内の各処理は線形化されているため
行列を用いて表すことができる。そのため、TLによ
る 1タイムステップの演算は行列の積を用いて表すこ
とができる。ここで 1タイムステップ当たりN 個の処
理から成ると仮定し、摂動変数から成るベクトルを x、
各処理を行列Mi(i = 1, ..., N)で書けるとすると、TL

の 1タイムステップにおける処理は、

x(t+Δt) = MNMN−1 · · ·M1x(t)

と表すことができる。対応するADの予報変数 x̂(t)に
ついての式は、

x̂(t) = MT
1 · · ·MT

N−1M
T
N x̂(t+Δt)

と表される (添字 Tは転置を表す)。この転置行列の積
の部分が 1タイムステップにおける ADの処理に相当
する 2。ADはTLで時間発展した摂動の初期時刻にお
1 小野 耕介
2 実行列において転置行列と随伴行列は同義であり、このた
め随伴モデルと呼ばれる。また、MT

i = M−1
i の場合に限り

図 3.2.1 予報モデルと非線形・接線形・随伴モデルの関係。

ける感度を計算し、TLとは処理の流れが逆になり、摂
動の時間積分は未来から初期時刻に遡って行われる。
TL及びADは予報モデルに基づいて作成される。し
かし、予報モデルの定式化、特に物理過程において、非
線形性が強い部分や条件分岐によって演算が変わる部
分では、TLによる予報モデルの線形近似の精度が悪化
し得る。このような場合、予報モデルを簡略化あるい
は正則化 (石川・藤田 2013)した上で TL/ADを作成
する。簡略化・正則化が行われたモデルを予報モデル
とは区別して非線形モデル (nonlinear model: NL)と
呼ぶ 3。以上の予報モデルと NL及び TL/ADの関係
を図 3.2.1に示す。

3.2.3 開発の方針
(1) 開発の着手について
新規数値予報モデルの開発初期においては、ソース
コードの大規模な改変 (多数のサブルーチン間にまたが
るようなコードの修正)を伴うことが多い。そのため、
開発の手戻りが発生しないよう、TL/ADの開発は予報
モデルの開発がある程度進んで完成度が高くなってか
ら開始することが肝要である。実際に asuca-Varの開
発の検討を始めたのは、asucaによる実データを用いた
予報実験が行われ、その結果を観測データや現業モデ
ルと比較できる段階 (河野ほか (2011)など)に達して
からである。実データ実験が行える段階では、理想実
験を通した力学過程のフレームに関わる基礎開発は概
ね完成していると考えられ、これが TL/AD開発検討
のタイミングとして適切と考えられる。実際の作業に
あたっては、今後の大規模なモデルの改変の有無につ
いてモデル開発者と認識を共通にした上で、開発検討
を開始することが望ましい。asuca力学過程のTL/AD

の開発では、このような手順を踏んだ結果、実際に作
業を開始してから今日までソースコードの大規模な改
変は行われていない。また asuca-Varでは、3次元変
分法の開発に着手すると同時に 4次元変分法への拡張
を見据えて、力学過程の TL/ADの開発に着手した。

x = x̂が成り立つが、通常は成り立たないため x̂を用いた。
3 予報モデル自体非線形なモデルであるが、ここでは接線形・
随伴モデルとの対比としてこのように呼ぶ。
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(2) 開発体制について
asuca-Varの TL/AD開発にあたっては、以下で述

べるような JNoVAにおける開発経験を踏まえ効率的
な開発体制を構築した。
JNoVAにおけるTL/ADの問題点は、最新の予報モ

デルに基づいておらず、TL/ADの鉛直座標系が JMA-

NHMと異なっている点が挙げられる。また、乱流や
地表面過程に古いスキームが用いられているなど、最
新の開発成果が反映されていない点もある。これらの
影響は 3次元変分法も含めシステム全体に影響が及ん
でいる (本田 2010)。さらに、JNoVAにおける予報モ
デルと TL/AD との乖離は高速化にも影響を与える。
JMA-NHM は当初南北方向のみの 1 次元分割による
MPIを用いた並列計算が可能であったが (石田・荒波
2003)、2006年の水平格子間隔 5kmへの高解像度化の
前に東西方向にも拡張されて 2次元分割による並列計算
が可能なように変更された (荒波・石田 2008)。一方で、
JNoVAの開発開始は 2002年であり (本田 2003)、それ
以後に行われた 2次元分割による並列化は TL/ADを
含めコードの変更が広範囲に及ぶため反映できておら
ず、十分な高速化が図られていない原因となっている。
このように JNoVAにおいて TL/ADが最新の予報

モデルに基づいていない状況の背景には、従来の同化
と予報モデルの開発が分離した体制の下で進められた
ことにより、TL/ADの開発を限られた同化開発者が手
がけ、モデル開発者が直接関与する機会がほとんどな
かったことが挙げられる。このような体制の下、同化
開発者はまず予報モデルの特定の時点のバージョンを
基に TL/ADの開発を開始する。TL/ADの開発では、
サブルーチンごとに TL/ADを作成しそのコードを検
証していくが、加えてモデル全体として時間積分も含
めたコードの検証を行う必要がある。モデル全体の検
証では、些細なミスにより検証がうまくいかないこと
も多く、その原因を特定するためにモデル全体から誤
りを探し出す必要があるため、作業に時間がかかる傾
向がある。この一方で、モデル開発者は最新の知見に
基づきモデルの改良あるいは新規スキームの導入を継
続していく。そのため、ある版に基づく TL/ADが一
通り完成する間に、予報モデルはさらに開発が進むこ
とから、TL/ADは最新の予報モデルより古いままと
いう状況が続く。JNoVAのTL/AD完成以後、幾度か
予報モデルの開発成果を TL/ADに反映させる作業を
続けてはいるが、その成果は一部の内容に限定されて
いる。また、予報モデルは複数の過程から成り、各過
程を専門的に扱う複数の開発者が改良を進める一方、
TL/AD開発は必ずしも各過程に関する専門的な知識
及び経験を持たない同化開発者が多くの過程に対応せ
ざるを得ない。このように、予報モデルのあらゆる過程
の開発成果を少数の同化開発者だけで適切に TL/AD

に反映させ維持管理していくことは作業負荷の面から

図 3.2.2 JNoVAと asuca-Varにおける開発体制の違い。

困難で、モデル開発者の協力が必須である 4。また、物
理過程の TL/ADにおいては簡略化・正則化の作業が
必要とされ、物理過程開発者の知見を活かすことによ
り、効率的かつ性能の高い TL/ADを構築することが
できる。
以上のJNoVAの開発における問題点を踏まえ、asuca
力学過程の TL/AD開発では、同化開発者が力学過程
の TL/AD開発を開始し、そのコードレビューをモデ
ル開発者が担当することで、モデル開発者が TL/AD

開発に習熟できる体制をとった。また、TL/ADが完成
したサブルーチンにモデル開発者が変更を加える場合
はTL/ADも修正することで、最新版の内容をTL/AD

に反映できるようにした (図 3.2.2)。以上のような開発
者間の連携意識を高めるために、TL/AD開発をする
上で以下のルールを取り決めた。

1. NL及び TL/ADは予報モデルと同一ファイル内
に記述する。

2. コードレビュー体制を利用する。

JNoVAでは予報モデルとTL/ADのソースコードが別
管理されており、モデルと同化のそれぞれの開発者が
別々に開発を行ってきたが、asucaの開発ではソース
コードを一元管理することで、モデル開発者がTL/AD

の開発についても意識できるようにした。このような
コードの一元管理によって、出力や物理量計算などのラ
イブラリを、予報モデルとTL/ADで共有できるメリッ
トもある。また開発内容のレビュー体制を通じて、コー
ドチェックに加え、前述の通りモデル開発者がTL/AD

に習熟することも目指している。

(3) コーディングルールについて
asuca-Var における TL/AD 開発においてはいく
つかのコーディングルールを取り決めた。NL 及び
4 一方で、JNoVAでは TL/ADの開発中に予報モデルの誤
りを見つけるなど、モデル開発へのメリットもあった。
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TL/ADは前述の通り予報モデルと同一ファイルで管
理するが、サブルーチン名は基となる予報モデルの
サブルーチン名に「 tlad」をつけ区別した上で、同
一ファイル内に記述した。また、TL/ADのサブルー
チンの呼び出しには ksw runmode という変数を用い
る。ksw runmode はさらに上位の isw runmode によ
って制御される。isw runmodeは予報モデルの実行あ
るいは 3 次元変分法の実行など、システム全体の動
作を制御する。そして、isw runmodeで選択された全
体の実行モードに応じた処理過程の実行時に、その都
度必要となる適切な ksw runmode を動的に指定した
上で、各 TL/ADサブルーチンが呼び出される。実際
には、isw runmode をモデルの実行前に陽に設定し、
ksw runmodeは isw runmodeに従って設定されるとい
う動作になる。
また摂動変数を明確にするために、摂動変数には変

数名に「7」をつけるように取りきめた 5。一方で、基
本場変数 6 はそのままの名前を用いている 7。基本場
変数の名前をそのままにすることで、予報モデルが更
新された際に、NLの変数名を修正する手間がかから
ないというメリットがある (具体例は後述の図 3.2.3を
参照)。

3.2.4 実際の開発
TL/AD の作成及び検証方法については、露木

(1997)、露木 (2002)、門脇 (2002)、石川・藤田 (2013)

などの文献があって、ローレンツモデルなどを用いた
わかりやすい解説があり参考になる。ここでは、asuca

力学過程の TL/ADの実際の開発手順や具体例、注意
すべき点を述べる。

(1) 開発手順
asuca-Varにおける力学過程の TL/AD作成は以下

の手順で行っている。

1. 開発ルール及びコーディングルール策定

2. 摂動変数の前処理

3. 単体で閉じたサブルーチンから TL/AD作成

4. MPI通信のための随伴コードを作成

5. 単体サブルーチンの集合からなる上位サブルーチ
ンの TL/ADを作成

6. 時間積分に関する部分の作成及びコード全体の検証
5 一般に摂動変数を表す際にはダッシュ「’」がよく使われ、
「7」に似ているため。
6 予報モデルが非線形な場合、予報変数の値が TLの摂動計
算において必要となり、予報モデルにおける予報変数とは区
別してこのように呼ぶ。具体例は図 3.2.3及び 3.2.4参照。
7 JNoVAでは基本場変数名の最後に「9」をつけ、摂動変数
はそのまま用いていた。

開発を始めるにあたっては、前述のように開発体制
とコーディングルールを取り決めてから開発に着手し
た (1)。まず最初に診断変数や予報変数の摂動の前処理
が行えるよう前処理に摂動変数を追加し (2)、その後単
体で閉じた (他サブルーチンを呼び出さない)サブルー
チンから作成を進めた (3)。閉じたサブルーチンの開発
は前述の文献を参考に作成し (具体例は後述)、TL及び
ADそれぞれについてコード検証を行う。これらの中
には通信を必要とするサブルーチンがあるので、MPI

通信部分の ADを作成する必要もある (後述、4)。単
体のサブルーチンの作成が一通り終了したら、次にそ
の集合からなる上位のサブルーチンの TL/ADを作成
する (5)。これは単体のサブルーチンのコード検証が済
んでいれば、問題無く作成できる。以上が完成すると、
全体の時間積分に関する部分を作成し、コード全体を
検証する (6)。時間積分の際、後述のように基本場の値
を保持する方法が問題となる。

(2) 開発の具体例
1．接線形/随伴コードの具体例
TLの具体例として、図 3.2.3及び図 3.2.4に流束制
限関数を用いた物理量の x方向のフラックス計算 (第
2.4節)のサブルーチン calcflxx tladから抜粋した
コードを示す。サブルーチンでは物理量 (コード上で
p)から流束制限関数 (factor)を計算し、計算空間で
の x方向の運動量 (mom)を用いてフラックス (flux x)

を計算するという手順になっている。この例では、予
報モデルを簡略化あるいは正則化する必要がないこと
が確認されているため、NLは予報モデルの calcflxx

と同じ内容である。
TLでは、NLに IF文による条件分岐があることと、
フラックス計算が非線形であることにより基本場の値
が必要となる。また NLでは max及び min関数が使わ
れているが、石川・藤田 (2013)で述べられている通り、
条件分岐は基本場の値を用いて行うため 8、全て IF文
を用いた条件分岐に書き直す必要がある。
一方 ADについては、TLの転置を取り流れを反転
させればよいが、ループの最初に基本場を計算してお
く必要がある (図 3.2.4)。また次に述べるように並列処
理を行うための工夫が必要となる。

2．随伴コードと並列処理
asucaでは OpenMPによるスレッド並列及び MPI

によるプロセス並列の処理を導入し高速化を図ってい
る (付録A参照)。ここでは、並列化の際にADにおい
て注意すべき点を述べる。
asucaではOpenMPを用いたスレッド並列が用いら

8 TLのコード検証では、NLによる摂動M(x+Δx)−M(x)
を計算する必要があるが、M(x+Δx)の計算における条件
分岐では摂動を含む変数 x+Δxを用いる。
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subroutine calcflxx_tlad( flux_x7, p7, mom7, &
     & flux_x, is, ie, js, je, ks, ke, p, mom )

use parameter_vars, only : ksw_runmode, &
     & ksw_runmode_nl, ksw_runmode_bs,  &
     & ksw_runmode_tl, ksw_runmode_ad
integer(4), parameter:: dp = kind(1.0d0)
integer(4), parameter:: rp = dp
real(rp), parameter :: r3 = 1._rp / 3._rp

! nonlinear
if ( ksw_runmode == ksw_runmode_nl ) then
  do j = js, je
  do i = is, ie
  do k = ks, ke
    if( mom(k,i,j) > 0.d0 )then
      x1 = p(k,i  ,j) − p(k,i−1,j)
      y1 = p(k,i+1,j) − p(k,i,j)
      z1 = (x1 * 0.5_rp + y1) * r3
      if ( y1 > 0._rp ) then
        factor = max( 0._rp, min(x1, y1, z1) )
      else
        factor = min( 0._rp, max(x1, y1, z1) )
      endif
      flux_x(k,i,j) = p(k,i  ,j) + factor
      flux_x(k,i,j) = mom(k,i,j) * flux_x(k,i,j)
    else
       .
       .
    endif
  end do
  end do
  end do

! tangent linear
elseif ( ksw_runmode == ksw_runmode_tl ) then
  do j = js, je
  do i = is, ie
  do k = ks, ke
    if( mom(k,i,j) > 0.d0 ) then
      ! Basic field
      x1 = p(k,i  ,j) − p(k,i−1,j)
      y1 = p(k,i+1,j) − p(k,i,j)
      z1 = (x1 * 0.5_rp + y1) * r3
      ! TL
      x17 = p7(k,i,j) − p7(k,i−1,j)
      y17 = p7(k,i+1,j) − p7(k,i,j)
      z17 = (x17 * 0.5_rp + y17) * r3
      if ( y1 > 0._rp ) then
        ! Basic field
        factor = max( 0._rp, min(x1, y1, z1) )
        ! TL
        if    (x1<y1.and.x1<z1.and.x1>0._rp) then
           factor7 = x17
        elseif(y1<x1.and.y1<z1.and.y1>0._rp) then
           factor7 = y17
        elseif(z1<x1.and.z1<y1.and.z1>0._rp) then
           factor7 = z17
        else
           factor7 = 0._rp
        endif
      else
         .
         .
      endif
      ! Basic field
      flux_x(k,i,j) = p(k,i,j) + factor
      ! TL
      flux_x7(k,i,j) = p7(k,i,j) + factor7
      flux_x7(k,i,j) = mom7(k,i,j) * flux_x(k,i,j)
           & + mom(k,i,j) * flux_x7(k,i,j)
    else
       .
       .
    endif
  end do
  end do
  end do

図 3.2.3 サブルーチン calcflxx tladから非線形コード及び
接線形コードを抜粋したもの。pが任意の物理量、momが x
方向の運動量を表し、そのフラックス flux xを計算する。

! adjoint
elseif ( ksw_runmode == ksw_runmode_ad ) then

  do j = js, je
  do i = is, ie
  do k = ks, ke
    if( mom(k,i,j) > 0.d0 ) then
      ! Basic Field
      x1 = p(k,i ,j) − p(k,i−1,j)
      y1 = p(k,i+1,j) − p(k,i,j)
      z1 = (x1 * 0.5_rp + y1) * r3
      if ( y1 > 0._rp ) then
        factor = max( 0._rp, min(x1, y1, z1) )
      else
        factor = min( 0._rp, max(x1, y1, z1) )
      endif

      ! AD
      mom7(k,i,j) = &
       & (p(k,i,j) + factor) * flux_x7(k,i,j)
      p7(k,i,j) = &
       & p7(k,i,j) + mom(k,i,j) * flux_x7(k,i,j)
      factor7 = mom(k,i,j) * flux_x7(k,i,j)
      flux_x7(k,i,j) = 0._rp
      if ( y1 > 0._rp ) then
        if ( x1 < y1 .and. x1 < z1 &
             &       .and. x1 > 0._rp ) then
          x17 = factor7
          factor7 = 0._rp

          p7(k,i,j)   = p7(k,i,j)   + x17
          p7(k,i−1,j) = p7(k,i−1,j) − x17
          x17 = 0._rp
        elseif ( y1 < x1 .and. &
             &   y1 < z1 .and. y1 > 0._rp ) then
          y17 = factor7x
          factor7 = 0._rp

          p7(k,i+1,j) = p7(k,i+1,j) + y17
          p7(k,i,j)   = p7(k,i,j)   − y17
          y17 = 0._rp
        elseif ( z1 < x1 .and. &
             &   z1 < y1 .and. z1 > 0._rp ) then
          z17 = factor7
          factor7 = 0._rp

          x17 = 0.5_rp * r3 * z17
          y17 = r3 * z17
          z17 = 0._rp

          p7(k,i+1,j) = p7(k,i+1,j) + y17
          p7(k,i,j)   = p7(k,i,j)   − y17
          y17 = 0._rp

          p7(k,i,j)   = p7(k,i,j)   + x17
          p7(k,i−1,j) = p7(k,i−1,j) − x17
          x17 = 0._rp
        else
          factor7 = 0._rp
        endif
      else
         .
         .
      endif
    else
       .
       .
    endif
  end do
  end do
  end do
end if
return
end subroutine calcflxx_tlad

図 3.2.4 図 3.2.3 の続き。サブルーチン calcflxx tlad から
随伴コードを抜粋したもの。
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図 3.2.5 平均値計算に対する AD及びその並列化ための模
式図。実線がスレッド並列分割領域の境界を表し、丸が格
子点を表す。

れており、kij方式 (付録A参照)では最も外側の j方向
(南北方向)においてスレッド並列を行う。一般にルー
プの中で、NLと TLで計算対象となる格子が変わる
ことは無いが、ADでは変わる場合がある。簡単な例
として、ある摂動変数 (x7)の周囲の格子点の平均 (y7)

を求める計算を考える 9。このときの TLは、
y7(k,i,j) = (x7(k,i,j)+x7(k,i+1,j)

+ x7(k,i,j+1)+x7(k,i+1,j+1))*0.25

で表される。これに対応する ADは TLを機械的に変
換すると (変数 x7が TLにおいてこの処理の後も使わ
れると仮定する)、

x7(k,i,j)=x7(k,i,j)+0.25*y7(k,i,j)

x7(k,i+1,j)=x7(k,i+1,j)+0.25*y7(k,i,j)

x7(k,i,j+1)=x7(k,i,j+1)+0.25*y7(k,i,j)

x7(k,i+1,j+1)=x7(k,i+1,j+1)+0.25*y7(k,i,j)

y7(k,i,j)=0.0

と書くことができ、周囲の格子点を含む加算に置き換
わることがわかる。上記のコードにおいて並列化によ
る領域分割を考えると、分割領域の端では分割領域境
界をまたいで隣接する他スレッドの格子点値まで計算
してしまう (図 3.2.5(a)参照)。このため隣接スレッド
では、既に計算済みであった格子点値が他スレッドに
よって上書きされ得る状況が発生する。このようにルー
プの中で、自スレッドで計算済みの値が他スレッドに
よって上書きされることをループ運搬依存と呼ぶ。ルー
プ運搬依存が発生すると正しい計算結果が得られない
ため、NLやTLと同じように並列化を適用することが
できない。したがって、コードに何らかの工夫が必要
となる。

9 同じような計算として、asucaではベクトルポイントの予
報変数である風をスカラーポイントで用いる際の診断などが
ある。

現在の開発では、kij方式の kの手前に OpenMP指
示文を入れ、鉛直方向にスレッド並列を行うようにし
ている。しかしこれだけでは i, jループのたびにスレッ
ド並列の開始と終了処理が行われ、演算速度が低下し
てしまう可能性がある。そこでループの順序を kijか
ら ijkへと変更し k方向にスレッド並列を行うように
変更した。これにより、メモリアクセスは不連続にな
るがスレッド並列の開始と終了処理を減らすことがで
きる。
この方法の他に上記の x7の演算を、
x7(k,i,j) = (y7(k,i,j)+y7(k,i-1,j)

+ y7(k,i,j-1)+y7(k,i-1,j-1))*0.25

と書き換え、ループ内における隣接格子への依存をな
くすことでスレッド並列が可能となる 10(図 3.2.5(b))。
ただしループの端の x7の演算は別途書き直し、y7=0.0
の演算をループの外で行うよう修正が必要である。
また、OpenMPの REDUCTION変数を用いる方法も
考えられる。これは隣接スレッドの格子点値をプライ
ベート変数として扱い、ループ終了後に共有変数とし
て合算を行うことで、コードの書き換えなしにスレッ
ド並列が可能になる 11(図 3.2.5(c))。これは機械的に作
成した ADに変更を加えず、指示文を挿入するだけで
スレッド並列を行うことができ、簡便な手法であると
考えられる。
以上のように ADに OpenMPを用いたスレッド並
列を適用する際は、いずれの手法を採用するにしても、
その手法は開発者間で統一しておく必要がある。また
ADの作成には時間を要するため、一度OpenMPによ
る並列化を意識せずに ADを構築し、完成後に採用し
た手法によってOpenMP化を機械的に進めることも開
発上効率的であると考えられる。
次に MPI によるプロセス並列を用いる場合を考え
る。ノード間通信のためには ADが必要であり、これ
は以下の簡単な例からわかる。例えば、計算領域上の
変数 x, y が共にMPI分割領域の端に位置し、互いに
分割領域境界をまたいで隣り合っているとする。また、
それぞれの分割領域ののりしろ変数を a, bとする。こ
こでは xを bへ、y を aへ通信することを考える (図
3.2.6)。この処理を行列で表すと、

⎛
⎜⎜⎜⎝
x

a

b

y

⎞
⎟⎟⎟⎠ =

⎛
⎜⎜⎜⎝
1 0 0 0

0 0 0 1

1 0 0 0

0 0 0 1

⎞
⎟⎟⎟⎠
⎛
⎜⎜⎜⎝
x

a

b

y

⎞
⎟⎟⎟⎠

10 JNoVAでは、スーパーコンピュータ上のコンパイラによ
る自動スレッド並列を用いており、ADではこの手法を採用
している。

11 プライベート変数は各スレッドに独自の値を持たせる変数
であり、共有変数は各スレッドが値を共有する変数である。
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図 3.2.6 MPI通信の模式図。太枠内が計算領域を表す。

と書ける。この行列の転置をとると、⎛
⎜⎜⎜⎝
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⎞
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が得られ、bの値を xに、aの値を yに加算した上で、
a, bをゼロクリアする処理となる。NL/TLと ADは
MPI通信の処理が異なり、通信の方向が反転している
(ADでは図 3.2.6の矢印の向きが逆になる)ことに注意
を払う必要がある。

(3) 開発の進捗
本稿の執筆時点では、各サブルーチンの TL/AD開

発は完了しており、TLの時間積分を行いその線形性が
成り立つことを確認したところであり、ADの時間積
分を行う作業に取り組んでいる。
TLの基本場の保存方法については、JNoVAではシ

ョートタイムステップを含め、サブルーチン内で基本
場を直接計算する場合を除き、基本場は全てメモリ上
に保持しており (本田 2010)、今回の開発でもこの方法
を踏襲した。しかし asucaでは、時間積分に 3段階ル
ンゲクッタ法を採用しており (第 2.3節参照)、1タイム
ステップの時間積分を行う際に、ショートタイムステッ
プの中にもルンゲクッタステップが存在する 12。将来
インナーモデルがさらに高解像度化することを想定す
ると、全ての基本場をメモリ上に保持できない可能性
もある。この場合は、各タイムステップにおける基本
場のみを保持し、TL/AD計算の際にルンゲクッタス
テップにおける基本場を計算し直す必要があると考え
ている。

3.2.5 今後の開発
ここまで述べてきたように、asuca-Varにおける力

学過程の TL/AD 開発では、JNoVA での開発経験を
踏まえ、将来に渡り継続可能な拡張性の高い開発を目
指す方針を定めた上で作業を進めており、力学過程の

12 asucaではショートタイムステップのステップ数は音波に
よる CFL条件を満たすよう格子間隔及び積分時間間隔から
自動的に計算している。現 JNoVA を想定して水平解像度
15km、時間積分間隔 40秒でステップ数を見積もると 12ス
テップとなり、現 JNoVAのインナーモデルにおけるショー
トタイムステップ数 7に比べ多くなることがわかる。

TL/ADの完成後に物理過程の TL/ADの開発に着手
する予定である。物理過程については前述のとおり、
力学過程と比較してコードが複雑であり、改良による
コードの変更も頻繁に行われるため、モデル開発者に
よる TL/AD の修正が開発継続にとって必須である。
実際の物理過程の TL/AD開発を通し、ここで述べた
開発ルールに対する更なる改善等を行った場合につい
ては別の機会に報告したい。
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